
名張市子育て世帯に対する中古住宅等リノベーション支援事業費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、子育て世帯の市外からの移住促進及び中古住宅等の活用促進を目的

とし、市内の中古住宅等の改修工事を実施する者に対し、予算の範囲内において補助金

を交付することについて、名張市補助金等の交付に関する規則（昭和４４年規則第４号）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（１）事業 この要綱に定める中古住宅等のリノベーション等を実施する事業をいう。 

（２）子育て世帯の移住者 １年以上市外に居住していた者であって、中古住宅等の所有

者から当該中古住宅等を購入又は賃借し、この要綱の施行の日以後に当該中古住宅等

にその養育する児童（１５歳に達する日以後最初の３月３１日までの間にある者に限

る。）とともに居住することとなったもの（この要綱の施行の日以後に市に転入届を

提出した者に限る。）をいう。 

（３）中古住宅等 市内に存する新築ではない住宅又は建築物のうち、現に使用されてい

ない住宅又は建築物をいう。 

（４）リノベーション等 市内に存在する中古住宅等を、住宅（店舗併用住宅等を含む。）

として使用する上で、移住者のニーズに応じて多様なライフスタイルを実現するため

に必要な改修工事をいう。 

（５）耐震基準 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第３章及び第５章の４

に規定する基準又は建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）

第１７条第３項第１号に基づき国土交通大臣が定める基準（平成１８年国土交通省告

示第１８５号「地震に対する安全上耐震関係規定に準ずるものとして定める基準」）

をいう。 

（補助対象） 

第３条 事業の補助対象は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１）市内の中古住宅等であること。 

（２）補助対象者は、次のアからウまでのいずれかに該当する者であること。 

ア 子育て世帯の移住者のうち、転入前にあっては工事完了後３０日以内に転入届を 

提出する者 

イ 子育て世帯の移住者のうち、転入後にあっては転入した日から６か月以内に交付 

申請を行う者 

ウ 子育て世帯の移住者と売買契約又は賃貸契約を交わした中古住宅等の所有者 



（３）対象工事は、補助対象者が実施するリノベーション等で補助金の交付申請年度内に

工事が完了するものであること。 

（４）前号の工事に係る中古住宅等は耐震基準を満足するもの（当該事業のリノベーショ

ン等により耐震基準を満足する場合を含む。）であること。 

２ 前項第３号に規定する工事の補助対象は、次に掲げるもの以外のものとする。 

（１）建物でない外構工事 

（２）容易に取り外しができるものを設置する工事 

（３）建設業者で調達しない設備機器等を設置する工事 

（４）他の公的補助金、利子補給又は介護保険から支給される工事 

３ 第１項に規定する工事は、市内に本店、支店又は営業所を有する建設業者によるもの

でなければならない。 

（補助金の額） 

第４条 改修工事に係る１件当たりの補助額は、リノベーション等に要する費用（以下「補

助基本額」という。）の３分の１以内とし、８０万円（空き家バンク制度（名張市空き

家バンク制度実施要綱（平成２８年告示第７５号）第２条第２号に規定する空き家バン

ク制度をいう。）を利用し、購入又は賃借をした中古住宅に係る改修工事にあっては、

１００万円）を限度とする。 

２ 前項に規定する補助額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる

ものとする。 

（補助金交付申請及び決定） 

第５条 補助金の交付を受けようとする申請者（以下「申請者」という。）は、事業の実

施前に、子育て世帯に対する中古住宅等リノベーション支援事業費補助金交付申請書

（様式第１号）に確約書（様式第２号）その他別表１に掲げる書類を添付して市長に提

出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、申請に係る書類を審査の上、

適当と認めたときは、補助金の交付を決定し、子育て世帯に対する中古住宅等リノベー

ション支援事業費補助金交付決定通知書（様式第３号）により当該申請者に通知するも

のとする。 

３ 市長は、前項の規定による補助金交付の決定の際、申請者に必要な条件を別に定める

ことができる。 

（計画の変更等） 

第６条 申請者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ子育て世帯に対す

る中古住宅等リノベーション支援事業計画変更承認申請書（様式第４号）に別に定める

関係書類を添付して市長に提出しなければならない。 

（１）施工箇所及び施工方法の変更 



（２）補助申請額の変更 

（３）工期の変更 

２ 市長は、前項の申請を受理した場合において、内容を審査し、適当と認めたときは、

子育て世帯に対する中古住宅等リノベーション支援事業計画変更承認通知書（様式第５

号）により申請者に通知するものとする。 

（補助事業の中止又は廃止） 

第７条 申請者が、補助事業の中止又は廃止をしようとする場合は、子育て世帯に対する

中古住宅等リノベーション支援事業計画廃止（中止）届（様式第６号）を市長に提出し

なければならない。 

（完了実績報告） 

第８条 申請者は、当該補助事業が完了したときは、子育て世帯に対する中古住宅等リノ

ベーション支援事業完了実績報告書（様式第７号）に別表２に掲げる書類を添付して市

長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定による提出は、補助事業の完了した日から起算して３０日を経過した日又

は事業の完了の日の属する会計年度の２月末日のいずれか早い日までに行わなければ

ならない。 

（完了検査） 

第９条 市長は、前条の規定による完了実績報告書等の提出があった後、必要があると認

められる場合には、当該現場に立ち入り、検査を行うことができる。 

２ 市長は、前項の検査を行った結果、工事が適切に行われなかったと認められる場合に

おいて、当該申請者に対し、不適切な部分を改善するよう命ずることができる。この場

合において、当該申請者が当該命令に従わないときは、市長は、第５条第２項の規定に

よる決定を取り消すことができる。 

（補助金の額の確定） 

第１０条 市長は、第８条第２項の規定により完了実績報告を受けた場合において、完了

実績報告書等の書類を審査の上、適正と認めたときは、補助金の額を確定し、子育て世

帯に対する中古住宅等リノベーション支援事業費補助金交付確定通知書（様式第８号）

により、当該申請者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１１条 申請者は、前条の規定による確定通知を受けた日から起算して１０日以内に子

育て世帯に対する中古住宅等リノベーション支援事業費補助金支払請求書（様式第９

号）を市長に提出しなければならない。 

（補助金の取消し） 

第１２条 市長は、補助金の交付を受けた者が次の各号の一に該当するときは、補助金の

交付の決定を取り消すことができる。 



（１）補助金の交付月から起算して１０年を経過する前に市外へ転出したとき。 

（２）この要綱に定める補助金の交付要件を欠くに至ったとき。 

（３）偽りその他の不正の手段により、補助金の交付を受けたとき。 

（４）補助金の交付決定内容、これに付した条件その他法令に違反したとき。 

（５）前各号に掲げるもののほか、市長が特に補助金を交付する者としてふさわしくない

と認めたとき。 

（補助金の返還） 

第１３条 市長は、前条の規定により補助金の交付を取り消したときは、その取消しに係

る補助金について、子育て世帯に対する中古住宅等リノベーション支援事業費補助金交

付決定取消し兼返還命令書（様式第１０号）により補助金の全額を期限を定めて返還を

命ずるものとする。 

（書類の整理等） 

第１４条 申請者は、補助金の収支に関する領収書等の関係書類を整理し、補助金の交付

を受けた年度終了後１０年間保管しなければならない。 

（実施細則） 

第１５条 この要綱の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則（平成２８年告示第７８号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則 

（施行規則） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の名張市子育て世帯に対する中古住宅等リノベーション支援事業費補助金交付

要綱の規定は、この要綱の告示の日以後の申請に係る補助金の交付については、なお従

前の例による。 


